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平成２８年度宇治市小規模保育事業実施法人募集要項 

 

１ 目的    

本市では、待機児童対策として、市内で保育所を運営する社会福祉法人を対象に宇

治市小規模保育事業の実施法人（以下、「実施法人」という。）を募集します。 

 

２ 小規模保育事業   

小規模保育事業とは、市町村が必要な保育を確保するための措置として、保育を必

要とする乳児・幼児であって、満３歳未満のものについて、当該保育を必要とする乳

児・幼児を保育することを目的とする施設において保育を行う事業です。 

本市では、待機児童解消の取り組みとして、市内の認可保育所等に入所申し込みを

しているにもかかわらず、入所できていない満３歳未満児を対象に事業を実施してい

ます。 

 

３ 事業の概要 

   

４ 応募資格 

  本市において、認可保育所・認定こども園を運営する社会福祉法人であること。 

 

５ 事業開始 

  平成２９年４月１日（土）（予定） 

対象児童 保育を必要とする満３歳未満児 

事業類型 小規模保育事業Ａ型 

定   員 １５人以上１９人以下 

募集地域 槇島地域の待機児童対策に効果があると見込まれる地域 

施 設 数 １施設 

開設時期 平成２９年４月１日（土）（予定） 

開設施設 実施法人が新設する施設 

開 所 日 日祝日及び年末年始を除く日 

開所時間 １１時間以上 

連携施設 宇治市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例（以下、「認可基準条例」という。）第６条の規定に基づ

き、連携協力をする認可保育所又は認定こども園を確保するこ

と 
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６ 応募方法   

  小規模保育事業の実施場所や運営内容等を明記した応募書類を提出してください。 

 

７ 応募申込 

 （１）説明会   平成２８年１０月２１日（金）１０時００分開催 

          宇治市職員会館２階大会議室 

（２）提出書類  ５頁の「提出書類一覧」を参照のこと 

 （３）提出期間  平成２８年１０月２４日（月）から１１月４日（金） 

          ９：００～１２：００、１３：００～１７：００ 

          （土曜日・日曜日・祝日を除く） 

 （４）提出部数  各２部 

 （５）提出方法  宇治市福祉こども部保育支援課まで直接持参すること 

          宇治市宇治琵琶３３番地 

          電話 ０７７４－２０－８７３２（保育支援課直通） 

 

８ 選考方法  

応募書類に基づき、宇治市小規模保育事業実施法人選考委員会により選考を行い、

本市が実施法人を決定します。選考にあたっては、応募のあった社会福祉法人に対し

現地視察及びヒアリング等を行います。 

       

９ 今後のスケジュール 

  法人決定：平成２８年１１月下旬（予定） 

  事業開始：平成２９年４月１日（土）（予定） 

 

１０ その他  

（１） 応募書類の作成及び提出にかかる費用は応募される社会福祉法人の負担とし

ます。 

（２） 提出された応募書類は返却しません。 

（３） 応募申込にあたっては、３～４頁の「応募に際しての留意事項」を参照して

ください。 
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応募に際しての留意事項 

 

（１）地域型保育給付費 

 

 

 

 

（参考） 

国が定める公定価格に基づき地域型保育給付費を支払い

ます。地域型保育給付費は公定価格から小規模保育事業利

用負担金（以下「保育料」という。）を引いた金額としま

す。 

 

満３歳未満児１９人の入所があり、処遇改善等加算を加算

率１３％として、管理者設置加算を行った場合で、本市か

らの支払額は月額約３００万円となります。 

 

（２）建築基準等 事業実施施設の新設にあたっては、建築基準法や消防法等

の関係法令及び認可基準条例に定める小規模保育事業Ａ

型の設備の基準を遵守すること。 

 

（３）給食の提供 実施法人は、給食の提供を行うこと。 

（認可基準条例第１５条、第１６条） 

 

（４）保育料の決定 保育料は、本市が決定します。 

（宇治市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例（以下、「確認基準条例」と

いう。）第４３条） 

 

（５）保育料の徴収あ 保育料は、実施法人が保護者から支払を受けます。 

（確認基準条例第４３条） 

 

（６）進級 小規模保育事業での保育が満了した満３歳未満児につい

て、保護者が引き続き保育を希望する場合は、連携する認

可保育所又は認定こども園の３歳児クラスへの入所を保

障すること。 

（認可基準条例第６条） 
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（７）補助制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(参考) 

平成２８年度保育所等整備交付金に基づき、新たに小規模

保育施設を新設する場合について、施設の整備に必要な工

事費又は工事請負費、工事事務費、実施設計に要する費用、

開設準備に必要な費用に補助を行います。 

上記の補助については、平成２８年９月宇治市補正予算の

範囲で交付します。応募時に施設整備に係る見積書、日程

表及び図面等を提出してください。 

なお、平成２９年度以降の地域型保育給付費等の交付につ

いては、市の予算の成立を前提とします。 

 

＜平成２８年度９月宇治市補正予算による補助内容＞ 

本市予算額の範囲内で、利用定員数に応じて補助を行いま

す。 

 例１ 利用定員１９名の場合 

     補助対象経費の上限額 ３７，０５５千円 

     補助金の上限額    ２７，７９１千円 

 例２ 利用定員１５名の場合 

     補助対象経費の上限額 ２９，２５４千円 

     補助金の上限額    ２１，９４０千円 

 

＜負担率＞     

国２／３、市町村１／１２、事業者１／４ 

 

（８）その他 事業の実施にあたっては、認可基準条例及び確認基準条

例、宇治市小規模保育事業事務取扱要項を遵守すること。 
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提出書類一覧 

 

     以下の応募書類を提出してください。 

 

  

○ 宇治市小規模保育事業実施法人応募申込書（別紙１） 

  ○ 事業計画書①（別紙２－１） 

○ 事業計画書②（別紙２－２） 

○ 施設整備計画図（別紙２－３） 

○ 事業者の概要（別紙３） 

○ 連携施設の状況（別紙４） 

○ 小規模保育事業にかかる収支見込み（別紙５） 

○ 施設位置図（任意様式） 

  ○ 事業実施場所の資料 

法人が所有する土地の場合：土地の登記簿の写し 

法人が借りる土地の場合 ：賃貸借の金額等の内容がわかる資料 

（任意様式） 

  ○ 施設整備費用の見積書と日程表（任意様式） 

  ○ 備品整備の見積書（備品整備が無い場合は不要） 

  ○ 法人定款 

  ○ 法人収支予算書（平成２８年度分） 

  ○ 法人収支決算書（平成２６・２７年度分） 

  ○ 法人貸借対照表（平成２６・２７年度分） 

  ○ 「法人の沿革と理念」に関する既存資料（パンフレット等） 

  ○ 「連携施設の運営の方針」に関する既存資料（パンフレット等） 

  ○ その他、市長が必要と認めた書類 

 

 



別紙 １ 

平成   年   月   日 

 

宇治市長 山本 正 あて 

 

 

所在地 

 

法人名 

 

理事長               印 

 

 

 

宇治市小規模保育事業実施法人応募申込書 

  

 

宇治市小規模保育事業実施法人募集要項に基づき、関係書類を添えて申し込みます。 

 

 

 

 



別紙２－１

事業実施場所

所在地

事業実施者名

代表者名

所在地

連携施設名

代表者名

小規模保育事業の運営内容

類型

保育士経験年数

少人数保育の経験

保育士経験年数

少人数保育の経験

保育士経験年数

少人数保育の経験

保育士経験年数

少人数保育の経験

保育士経験年数

少人数保育の経験

保育士資格

基礎研修 □修了済　□修了見込み

保育士資格

基礎研修 □修了済　□修了見込み

開所時間（予定）

延長保育

休園日

特別費用の徴収

定期健康診断

児童の発育検査

開設予定時期

小規模保育事業
の運営方針

給食の提供

□有り　　　□無し

配送の方法

アレルギー食対応 □有り　　　　　　　□無し

Ａ型

□有り　　　□無し

氏名

事業実施者

連携施設

□有り　　　□無し

保育士
（予定者）

氏名

給食調理の方法 □自園　　　　□委託（詳細は別添のとおり）

□有り　　　□無し

保育従事者
（予定者）

氏名

氏名
□有り　　　□無し

氏名

□有り（詳細は別添のとおり）　　　　　□無し

午前　　　時　　　　分～午後　　　時　　　分

□保護者の必要に応じて有り　　　　　□無し

職員対象：年　　回 児童対象：年　　回

□　実施する

□有り　　　□無し

氏名

氏名

□　実施しない

平成　　　年　　　月　　　日

　事業計画書①

□有り　　　□無し



別紙２－２

実施施設の状況

所在地

種　　類 □専用建物 □複合施設 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

構　　造 □鉄骨造り □RC □木造 □その他（　　　　　　　　　　　　　　）

耐火建築 □耐火建築物 □準耐火建築物 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

施設の階数 　　　　階建の　　　階

2階建以上の場合

抵当権の設定 □抵当権設定予定あり　 □抵当権設定予定なし

居室 ㎡ 保育室 ㎡ 建築面積 ㎡

居室 ㎡ 保育室 ㎡ 延床面積 ㎡

居室 ㎡ 職員休憩室 ㎡ １階延床面積 ㎡

居室 ㎡ ２階以上延床面積 ㎡

調理台所 ㎡ 台所 ㎡ 専有面積 ㎡

便所 ㎡ トイレスペース ㎡

浴室 ㎡ 浴室 ㎡

その他 ㎡ 玄関他 ㎡

居室 ㎡ 保育室 ㎡

居室 ㎡ 保育室 ㎡

居室 ㎡ 職員休憩室 ㎡

居室 ㎡

調理台所 ㎡ 台所 ㎡

便所 ㎡ トイレスペース ㎡

浴室 ㎡ 浴室 ㎡

その他 ㎡

園庭の有無 近くの公園等 公園等への距離 ｍ

施設整備の内容

見積額

備品整備の予定

見積額

1・2歳児
2歳児 1歳児

人 人 人 人

避難階段　　　　　　箇所

□有り　　　　　□無し

2階以上

0歳児

小規模保育事業の利用

実施施設

宇治市

人

定員
3号定員

事業計画書②

建物全体の状況

1階

居室の状況



別紙２－３

事業実施場所

　施設整備計画図

施設整備の略図



別紙　３

応募法人 代表者名

連絡先

認可年月日
設立登記
年月日

学識
経験

地域
福祉

施設
長

財務

理事長

理事

理事

理事

理事

理事

監事

監事

留意事項 １　本表の記載は平成２８年１０月１日現在で行うこと。
２　法人定款を添付してください。
３　「法人の沿革と理念」は、既存資料（パンフレットなど）を添付してください。

左記の具体的内容役職 氏　　名 年齢 職　業

専任資格

事業者の概要

所在地
宇治市

法人の沿革と理念



別紙　４

連絡先

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計

運営基準 特別保育基準 調理師 その他

調理員 その他 調理員 その他

延床面積

改築年月日

室数 室名 室数

事務室

便所

医務室

調理室

その他

□自園調理 □外部委託

※　｢連携施設の運営の方針」は、既存資料（パンフレットなど）を添付してください。

教
育
・
保
育
事
業
の
運
営
内
容

一時預かり事業

建
物
の
状
況

その他

病児保育事業

給食

アレルギー食対応

面積（㎡）

屋外遊技場 　　　　　㎡

定員　   名

土地の
状況

所有地

借地

　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　　　　　　　㎡

面積（㎡）

遊戯室

各
室
面
積

室名

乳児室

ほふく室

保育室

嘱託医及び
薬剤師

計

計

調理員等
他

子育て支
援センタ
ー在職員

非
常
勤

保育士
又は教諭

左記以外の職員

事業開始

常
勤

職種

定数

調理員等

常勤職員と同様の時間を勤務する者

保育士
又は教諭

法人認可日

連携施設の種類

調理員等保育士又は教諭

施設認可日

連携施設の状況

連携施設

入所実数

□保育所　　　　□認定こども園

施設長

所在地

開所時間 午前　　　時　　　　分～午後　　　時　　　分

連携施設の運営の方針

設置主体 経営主体

教室

特別保育

□有り □無し

現員

過不足

施設長

構造 　　　　　　　造　　　階建

建築年月日



別紙　５

収入 （単位:円）

科目 金額 区分

合計

支出

科目 金額 区分

合計

収入 （単位：円）

科目 金額 区分

合計

支出

科目 金額 区分

合計

小規模保育事業運営にかかる平成２９年度の収支見込み

小規模保育事業にかかる収支見込み

小規模保育事業所新設整備分

宇治市補助金


